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研究者の職務関与の決定要因

湘南短期大学 義村敦子

1.問 題

 1)研 究の背景

 今 日， 日本企業の研究所は，新 しいタイプの研

究者の育成 しようとしている。従来のように海外

からの導入技術を日本市場向けに改良する方法で

は，企業の経営が成 り立たなくなり， 日本企業の

研究所は自社の研究者に独創的なアイディアに基

づいた研究を実施するよう要求 し始めているとい

う(児 玉，1991)。 このような中で，研究者が独創

的な研究を実施するたあには，研究者の専門性や

個性を重視する環境を整えることが非常に重要で

あるという指摘 もなされている(榊 原，1995)。

日本の研究所は高度の専門性や個性を持 った研究

者を育成するためにも，新 しい人事管理のあり方

を模索 していると言えよう。

 一方，研究者個人の就労意識 も変化 しっっある

と考えられる。一般に，今日の日本企業では，従

業員と組織の関係が変化 しつつあり，個人優先の

労働観を持つ人が増え(日 本経済新聞社，1993)，

組織への帰属感が薄い人々が増えている(関 本，

1991)と 言われる。また，仕事を通 じて自分の力

を発揮 したいと考える自己実現型の人間が増えて

おり(花 田，1991； 津田，1993)， 若年層を中心

に専門職志向も高まってきている。研究職従事者

は，職務の重要性や専門性を高 く認識 し，他の職

種従事者より積極的に職務に取り組んでいると予

想できる。

 このように，日本企業の研究所が望む研究者像

が変化 し，研究者個人の意識 も変化 している中

で， 日本企業の研究所で働 く研究者たちが，研究

者 自身の個人優先の就労意識に則 して自発的に職

務に取 り組むたあ，あるいは，マネジメント側の

要求に応えて独創的な研究者を育成する方策を考

えるたあには，まず，研究者個人と職務との心理

的距離(職 務関与)を 明 らかにすることが重要だ

と考え られる。日本企業の研究所に働 く研究者に

ついて，職務 との関わり方をみてい くことは，個

人の専門性を生かすマネジメントのあり方を考え

る上でも重要であろうと思われる。

 2)職 務関与の定義

 本研究では， 職務関与(job involvement)を

「人と職務との心理的な距離」 を表わす 概念とし

て用いている。 この職務関与 は，①情緒的職務関

与(ど のくらいその仕事が好 きか)，②認知的職務

関与(ど のくらい積極的にその仕事に関わりたい

と思 っているか)，③行動的職務関与(ど れ くらい

自発的に仕事をしているか)の3下 位概念で構成

されると設定する(片 柳1992a； 義村1994)。 し

たがって，職務関与度の高い従業員 とは，「自分の

現在担当 している仕事をおもしろいと感 じ，その

職務を自分で責任を持って考え，なんとかやり遂

げていることに価値を見いだ し，仕事で勝負 して

いこうとしている人間」であり，具体的には，「新

しい仕事上の提案を積極的に行い，それが受け入

れ られた時に特に喜びを感 じ，また，退社後のプ

ライベートな時間にも今後の仕事の進め方を自分

なりに考えていることの比較的多い人」を想定 し

ている(義 村，1994)。

 3)本 研究の目的

 日本企業の研究者に関する人事施策の目標が，

前述のように，自発的かつ積極的に職務を遂行で

きる研究者の育成と確保にあるとすれば，どのよ

うな人事管理が研究者と職務との心理的距離を近

づけるのかを明 らかにすることが急務であると考

え られる。本稿では，「人 と職務 との心理的距離」

を測る概念として職務関与を設定する。そして，

第1に ，研究者の職務関与の特徴を明 らかにし，

第2に ，研究者の職務関与を高める人事管理のあ

り方を探ること，を目的とする。

4)先 行研究および仮説の設定

職務関与に関する先行研究によれば，意思決定
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への参加，仕事の種類， リーダー行動，仕事ネッ

トワークなどの職務内容 と，職務満足 ・会社満

足，組織 コミットメントなどの組織態度変数が職

務 関与 に影響 を及 ぼす と考 え られ る(片 柳，

1992a)。 本稿では， これ らの組織内変数の中か

ら，研究者 という職種，組織への帰属意識，人事

管理の諸施策， と職務関与 との関連について，仮

説を設定 し，検討を加えていきたい。

 4)一1.研 究者の職務関与

 一・般に，ある職務に従事 している人々は職務関

与が平均的に高 く，他のある職務に従事 している

人々は対照的に職務関与が平均的に低いという現

象がみられる。担当 している人が仕事内容をお も

しろいと思える職務であれば，職務関与が高い職

務 と言 えると考 えた研究(Tannenbaum，1966)

や，担当している人が高い専門性や創造性が必要

だと認識 している職 務 ほど，職務関与の特に認知

的側面が高いと考える研究 もある(片 柳，1992

a)o

 Mannheim(1975)は7っ の職種従事者(N=

652)を 対象 にして，職種 ごとの仕事中心性の比

較を行なっている(Rabinowitz&Hal1，1977)。

その結果，最 も自分の仕事 に積極的 に関与(in-

volve)し ていたのは，科学者などの特殊な技能を

必要 とする職種従事者であった。次いで，ホワイ

トカラーおよびブルーカラーの人々の職務への関

与が強く，最 も職務に積極的に関与 していなかっ

たのは，サービスや娯楽関連の職務従事者であっ

た。

 化学 エネルギー労協(1988)の 調査研究 によれ

ば，研究職の過半数が現在の仕事を 「興味深い」

(男性 研究職73%， 女 性研究職61%)と 思 い，

「やりがいがある」(男性研究職69%， 女性研究職

59%)と 感 じており，研究職は他の職種(現 業職，

事務職，営業職，コンピュータ職，技術 ・エンジ

ニア職)に 比べて現在の仕事が 「興味深い」また

は 「やりがいがある」 と思 っている者の割合が多

くなっている。

 また，日本経営協会総：合研究所(1993)は ，自己

申告方式の質問紙調査を実施 し，職務関与に関 し

て4つ の職種を比較 した。その結果，研究 ・開発

職が，情緒的職務関与，認知的職務関与，行動的

職務関与のいずれの職務関与下位概念 において

も，わずかではあるが他の職種(営 業職，事務職，

コンピュータ職)よ り高い値を示 した。

 これらの研究から，職種により職務関与の程度

は異なり，研究職 は他の職種に比べて，職務関与

の程度が高いと予測できる。 したがって，まず，

次の仮説を提出する。

 仮説1： 職務の種類によって平均的な職務関与

     度は異なり，研究者の職務関与は他の

     職種に比べて高い。

 4)一2.組 織 帰 属 意 識 と職 務 関与

 Jauch， Glueck，&Osborn，(1978)は ，大 学 で 働

く基 礎 科 学 分 野 の 研 究 者(N=85)を 対 象 に して，

「組 織 へ の 忠 誠 心 」(organizational loyalty)と

「専 門 職 へ の コ ミッ トメ ン ト」(professional com-

mitment)が ど の よ う に生 産 性 に 影 響 を 与 え るか

を研 究 した。 この調 査 研 究 で は， 生 産 性 を 「客観

的 な生 産 性 」 と 「主 観 的 な生 産 性 」 の2種 類 に分

け て い る。「客 観 的 な 生 産 性 」 は，対 象 者 が 過 去5

年 間 に発 表 した 出版 物 の数 で測 定 し，一 方 ，「主 観

的 な生 産 性 」は，Thorp(1970)の4項 目尺 度 を用

い て，研 究 目標 へ の 到 達 度 ，研 究 に関 す る創 造 性 ，

研 究 に関 す る生 産 性 ， 一 般 的 な研 究 業 績 ， に関 し

て 自分 と同 等 の年 齢 ま た は訓 練 を受 け た研 究 者 と

比 べ て ， どの よ う に対 象 者 自身 を 評 価 で き るか を

尋 ね て 測 定 した 。コ ン トロー ル変 数 に は，「博 士 号

を 取 得 して か らの 年 数 」 と 「大 学 で の 地 位 」 を 変

数 に取 り入 れ た。 これ らの 変 数 間 の 相 関 分 析 の 結

果 ， 「専 門 職 へ の コ ミ ッ トメ ン ト」 は， 「組 織 へ の

忠 誠 心 」 と は関連 が な いが(r=一 〇.06)， 「客観 的

な生 産 性 」 や 「主 観 的 な生 産 性 」 と は有意 な 関連

が示 さ れ た(そ れ ぞ れ，r=0.25， r=0.22)。 一 方 ，

「組 織 へ の 忠 誠 心 」 は， 「客 観 的 な生 産 性 」 と 「主

観 的 な生 産 性 」 の ど ち らと も関 連 が な か った(そ

れ ぞれ ，r=一 〇.08， r=0.01)。 ま た，2種 類 の生 産

性 を 従 属 変 数 に し，「組 織 へ の忠 誠 心 」 と 「専 門 職

へ の コ ミ ッ トメ ン ト」 を 独 立 変 数 に した重 回 帰 分

析 の結 果， 「専 門職 へ の コ ミッ トメ ン ト」 は， 「博

士 号 を取 得 して か らの年 数 」 と 「大 学 で の地 位 」

を コ ン トロー ル した上 で も，「客 観 的 な生 産 性 」と
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「主観的な生産性」の双方に影響を与えているこ

とが明 らかになった。一方，「組織への忠誠心」は

「客観的な生産性」と 「主観的な生産性」のどちら

にも影響を与えておらず，「専門職へのコミット

メント」と 「組織への忠誠心」の交互作用 もどち

らの生産性にも影響を与えていないことがわかっ

た。

 Jauchら(1978)の 研究によれば，大学で基礎

科学を専攻 している研究者にとって，自分の職務

へのコ ミットメントと所属 している組織への忠誠

心 とはまった く関連の無い独立 した変数であっ

た。言い換えれば，「専門職へのコミットメント」

が高い研究者が勤務先である大学 に対 して強い

「組織への忠誠心」を持っわけではないことが示

された。日本の民間企業の研究所に勤務する研究

者は，アメリカの大学に勤務 している研究者ほど

ドライではなく，組織への帰属意識 と職務への関

与がゆるやかに関連 し合 っているのではないかと

予想できる。 したがって，以下を仮説 とする。

 仮説2： 研究者の職務関与と組織帰属意識には

     強い関連がなく，職務関与の高い研究

     者が組織への帰属意識 も高いわけでは

     ない。

より広 い範囲の人事施策が職務関与の3サ ブ概

念に与える影響を調べた。その結果，上司との良

好な意思疎通等が 「情緒的職務関与」を高あ，年

功重視型の施策や従業員の意見を反映する施策が

「認知的職務関与」を高あ，能力重視型の施策や従

業員の意見を反映する施策が 「行動的職務関与」

を高ある傾向が明らかになった。一方，企業内組

合や個人褒賞制度の徹底は 「行動的職務関与」を

低 くする関連が認められた。

 これらの研究からは，従業員の意見を反映させ

る人事管理が認知的職務関与や行動的職務関与を

高あていることがわかる。企業研究所の研究部門

においても，研究者の意見を反映させる人事管理

を徹底することが，研究者の職務関与を高ある働

きをするのではないかと仮説的に考えられる。研

究者が最 も重視するのは，研究テーマの設定や研

究方法の選択の際に，自分の意見を反映させられ

ることではないかと考えられる。 したがって，次

の仮説を提出する。

 仮説3： 自分の勤務する研究所において，研究

     の自由度を高める施策が徹底 している

     と認識 している研究者ほど，職務関与

     度が高い。

 4)一3.人 事管理と職務関与

 義村(1996a)は ，様々な業種の日本企業に勤務

す る従業員(N=3，081)を 対象に，企業の人事考

課に関すると考えられる制度や慣行が職務関与に

与える影響を分析 した。職務関与の3サ ブ概念を

従属変数とした重回帰分析の結果，勤続年数，職

務満足，個人の勤労観などの要因をコントロール

した上で，いくっかの企業の人事考課に関する施

策 ・慣行が職務関与度に影響を与えていることが

示された。具体的には，上司との信頼関係が 「情

緒的職務関与」と 「認知的職務関与」を高め，人

事考課のフィー ドバ ックや従業員の意見を反映さ

せるシステムが 「行動的職務関与」と 「認知的職

務関与」を高あていた。一方，逆に職務関与度を

低 くする人事考課関連項目もあり，人事考課制度

の客観性が高いと自社を評価 している従業員ほど

「認知的職務関与」が低い傾向を示 した。

 また，義村(1996b)は ，上記の対象者を用いて，

2.研 究の方法

 1)調 査対象および手続き

 本研究では，研究者サンプルと比較のためのサ

ンプルの2つ の対象群を分析に用いた。

 a.研 究者サンプル

 研究者に関す るデータは，1994年7月 ～9月

に，製薬，エレク トロニクス，化学，鉄鋼の4業

種に属する10の 企業研究所に勤務する研究者を

対象に，質問紙法で収集 した。質問紙は無記名で

あり，各社の協力を得て，各社の窓口(研 究管理

部門または研究人事部門)が 一括 して配布 ・回収

を行なった。有効回答数 は965， 有効回答率 は

86.9%で あった。

 b.比 較サンプル

 比較のたあに用いるデータは，1994年11月 ～

12月 に質問紙法で収集 した調査票データ1)(有 効

回答 3，127票，有効回答率 77.8%)の 中から，
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研究者サンプルと従業員規模を同様にするため，

従業員数が1，000人 以上の企業 に勤務す る従業

員を選び出したものである。該当するデータは，

857票 であった。比較サンプルは金融，サービス

などの業種に属する7社 に勤務する従業員であ

り，職種は，営業，事務，研究開発，コンピュー

タ，その他，の5つ に分類されている。質問紙は

無記名で，回収にあたっては回答バイアスを最小

限にするため，回答者本人が研究窓口宛の封筒に

調査票を封入 し，原則 として，直接郵送する形式

をとった。

 2)分 析 対 象 者 の属 性

 a.研 究 者 サ ンプル

 研 究 者 サ ン プ ル の 年 齢 は 平 均36.5才 ， 勤 続 年

数 は平 均11.3年 で あ った。こ の うち，男 性 が900

名(93.5%)， 女 性 が65名(6.5%)で あ り， 課 長 ま

た は課 長 相 当 以 上 の 管 理 職 者 が 占 あ る 割 合 は

32.4%で あ った。

 b.比 較 サ ンプル

 比 較 サ ン プ ル の 年 齢 は平 均34.5才 ， 勤 続 年 数

は 平 均11.8年 で あ っ た。 この うち， 男 性 が714

名(82.3%)， 女 性 が152名(17.5%)で あ り，管 理

職 者 が 占 め る割 合 は30.4%で あ った。 自己 申告

に よ る職 種 は， 営 業 ・販 売 職204名(23.8%)， 事

務 職110名(12.8%)， コ ン ピ ュ ー タ 職132名

(15.4%)， 研 究 ・開 発 職236名(27.5%)で あ っ

た。

 3)質 問項 目

 本研究では，質問紙に記載 した以下の質問項 目

から得たデータを使用 した。

 a.研 究者サンプル

 ● 職務関与(7項 目)：既存の17項 目の職務

関与尺度(詳 しくは片柳，1992bを 参照)か ら7

項目を抜粋 した。Cronbachの α係数は0.737で

あった。因子分析(斜 交回転 ；Oblimin法)の 結

果，表1の ように，① 「情緒的職務関与」(3項 目；

α=0.770)， ② 「認知的職務関与」(1項 目)， ③

「行動的職務関与」(3項 目；a=0.683)の3因 子

構造が認められた。

 ● 組織帰属意識(3項 目)：組織帰属意識を表

わ関本(1991)の 質問項目から，3項 目を用いた。

α；0.779で あった。

 ● 研究環：境満足(1項 目)：現在の研究環境に

ついての総合的な満足度1項 目を分析に取 り入

れた。

 ● 研究所の人事管理状況(12項 目)： 回答者

が勤務 している研究所で，現在どのくらい徹底 し

て研究者のための人事施策や慣行が実施されてい

ると思 うかを尋ねた。研究所に特徴的な13の 施

策 ・慣行をあらか じめ用意 し，それぞれの施策に

ついて， 「徹底 している」=5点 か ら 「全 く行なわ

れていない」=1点 までの5段 階評定を依頼 した。

13の 施策 ・慣行を因子分析(斜 交回転；Oblimin

法)に かけた結果，1施 策を除いた12の 施策 ・慣

行か ら 「顧客ニーズ対応(製 品化)」(2項 目；α=

0.608)， 「個人研究(試 行)」(2項 目；a=0.586)，

「異質人材 プロジェク ト」(2項 目；α=0.502)，

「研究情報交流」(2項 目；α=0.724)， 「第一線研

究者の採用」(1項 目)，「研究の自由度」(3項 目；

α=0.497)の6因 子を抽出 した。

 ● 対象者の属性：既存研究をもとに，職務関

与に関連すると考えられる個人属性を尋ねた。個

人属性 としては，職種(管 理職を表わすダミー変

数1っ)， 年齢，勤続年数，性別，を分析に取 り入

れた。

 b.比 較サンプル

 ● 職務関与(11項 目)：職務関与を表わす11

項目のうち，本研究では，研究者サンプルの職務

関与項目と同 じ7項 目のみを比較の対象とした。

 ● 組織帰属意識(8項 目)：組織帰属意識を表

わす関本(1991)の 質問項 目から8項 目を用いた。

研究者サンプルの調査票に記載 した組織帰属意識

3項 目と同 じ質問は含まれていない。

 4)分 析方法

 まず，研究者(研 究者サンプル)と 営業職 ・事

務職 ・コンピー タ職 ・研究開発職(比 較サンプ

ル)の 職務関与を比較するたあ，職務関与7項 目

について，T一検定による平均値の有意差検定を行

なった。次に，研究者サ ンプルの職務関与と組織

帰属意識の関連の強さをはかるたあに，相関分析

を行なった。そして，人事管理が職務関与に与え
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表1 職務関与項 目の回答状況および，T一検定 による職種別平均値の有意差

職 務 関 与

①情緒的職務関与

 1)仕 事 には興味 を持 っている.

2)今 の仕事 を自分 でいろいろ工夫

  して，改善 していきたい.

6)こ れか らも現在 の仕事 を続 けて

 いきた いと思 う.

②認知的職務関与

 4)こ の仕事で発言す る機会がな い
   とっま らない.

③行動 的職務 関与

 3)家 に帰 ってか らもや り残 した仕

  事 の ことが気 に掛 か る.

 5)プ ライベー トな時間に も仕事 に

  役立 たせ るための勉 強を してい
   る.

 7)仕 事場 を離 れて も，今後 の仕事

  の進 め方 にっいて， 自分 な りに

  考え ることがよ くある.

殆

一研
砕

研

職務関与

研究 サ ンプ

 研究者

 N=965)

■

4.47

(0.65)

4.46

(0.63)

4.06

(0.88)

3.85

(0.96)

3.66
(1.02)
3.45
(1.04)

3.95

(0.85)

3.70
(0.51)

比 較 サ シ プ ル

(N=204)健 罪

3.86***
(1.04)
4.17***
(0.83)
3.35***

(1.10)

3.60***

(1.00)

3.47*
(1.21)
3.11***
(1.11)

3.92
(1.00)

3.64
(0.71)

3.95***

(0.98)

4.16***

(0.64)

3.29***

(1.16)

3.74

(1.11)

3.48
(1.22)
3.01***
(1.25)

3.82

(0.98)

3.64

(0.60)

研究開発

(N=236)

4.28**
(0.84)
4.23***
(0.80)
3.67***
(1.00)

3.81
(0.95)

3.46*

(1.10)
3.36
(1.12)

4.13**

(0.91)

3.85

(0.63)

*P<0
.05， **P<0.01， ***P<0.001
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表2

一

研究サ ンプル

研究者

(N=965)

ど
       0.709***意 識

職務関与と組織帰属意識との相関係数(職 種別)

            比 較 サ ン プ ル

***P<0 .001

営 業

(N=804

0.557***

一⊥釧  事 務

(N=1，081)

0.575***

研究開発

(N=341)

0.521***

る影響を調べるたあに，職務関与を従属変数に，

人事管理施策 ・慣行他を独立変数 とした重回帰分

析を行なった。

3.結 果

 表1は ，職務関与7項 目について，研究者サ ン

プルと比較サンプルの各職種(営 業， コンピュー

タ，事務，研究開発)の 平均値 と標準偏差を表記

し，研究者サンプと比較サンプルの各職種 との間

で，職務関与に関する平均値の有意差があるかを

T検 定により調べた結果である。研究者サンプル

との間に有意差があった場合，比較サンプルの該

当する職種欄に*印 を付記 した。 この結果から，

研究者サンプルは，比較サンプルのコンピュータ

職よりも有意に高い職務関与を示 し，営業職や事

務職に比べて もわずかにだが高い職務関与を示 し

ていることがわかる。特に，「仕事に興味がある」，

「今の仕事を自分でいろいろ工夫 して，改善 して

いきたい」，「これからも現在の仕事を続けていき

たいと思 う」 という 「情緒的職務関与」を表わす

項 目について，研究者サンプルは非常に高い値を

示 している。

 表2は ，職務関与7項 目と組織帰属意識3項 目
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表3 重回帰分析：職務関与に及ぼす人事管理の影響

(研 究 者 サ ンプ ル，N=965)

従 属 変 数 ：職 務 関 与

ユ
職位(ダ ミー変数 ：1=管 理職)

勤続年数

業種(ダ ミー変数 ：1=製 薬業)

性別(ダ ミー変数 ：1=男 性)

学歴(ダ ミー変数 ：1一修士課程卒以上)

研究環境満足

組織帰属意識

く研究所の人事管理〉

「顧客ニ ーズ対応(製 品化)」

「個人研究(試 行)」

「異質人材 プロジェク ト」

「研究情報 交流」

「第一線研 究者の採用」

「研究 の 自由度」

回 帰 係 数

定数

Rz

調整済 みR2

F値

一 〇
.045

-7
.949

-o
.oio

-0
.038

 0.065

 0.016

 0.451

 0.018

 0.007

-0 .057

 0.022

-0 .031

-9 .757

2.411

0.525

0.518

82.442***

(T値)

(一1.487)

(一 〇.425)

(一 〇.421)

(一 〇.729)

( 2.025)*

(0.938)

(26.145)***

( 1.183)

(0.385)

(一2.937)**

(  1.659)+

(一2.055)*

(一 〇.048)

( 19.034)***

+P<0 .10 *P<0.05 **P<0.01 ***P<0.001

との相関係数を表わしている。比較サンプルの組

織帰属意識は研究者サンプルの組織帰属意識 と同

じ項目で測定されているのではないため，厳密な

比較はできない。が，表2の 結果からは，研究者

サンプルの職務関与 と組織帰属意識の相関係数

は，0.709と 非常に大きいことがわかる。比較サ

ンプルの中で も，相関係数が最 も大きいのは研究

開発職であり，最 も小 さい値を示 したのはコン

ピュータ職であった。研究者サ ンプルにおいて

は，職務関与が高い研究者ほど組織帰属意識が高

く，職務関与が低い研究者ほど組織帰属意識 も低

い傾向がかなりはっきりと示された。

 表3は ，研究所の人事管理が研究者の職務関与

にどのような影響を与えるかを調べるたあに，重

回帰分析を行なった結果である。既存研究によっ

て職務関与 との関連が指摘 されている職位，性

別，年齢，学歴，研究環：境満足，組織帰属意識に

加えて，製薬業 という業種も独立変数に加え，こ

れらの変数が職務関与に与える影響をコントロー

ルした。表3の 重回帰分析では，P<0 .10ま でを

有意な係数 として議論 したい。 この結果からは，

研究所の人事管理に関しては，「研究情報交流」が

徹底 していると考えている研究者ほど職務関与が

高いという関連 と， 「異質人材プロジェクト」 や

「第一線研究者の採用」が徹底 していると考えて

いる研究者ほど職務関与が低いという関連がみら

れた。尚， この重回帰分析では分散インフレ係数

を算出し，独立変数間の多重共線性が強 くないこ

とを確iかめた(VIF=1.065～1.536)。

4.考 察

 t検 定によって示された比較サンプルの4職 種

と研究者サ ンプルの研究者 との職務関与7項 目

に関する差異か らは，研究者の情緒的な職務関与

が明 らかに営業職，コンピュータ職，事務職より

高 く，研究者には自分の仕事をとてもおもしろい

と思い，強い愛着を持っている人が多いことがわ

かる。研究者に比べて比較サンプルの事務職は，

職務関与の7項 目全てにおいて，有意に職務関与

が少なかった。また，比較サンプルの研究開発職

の情緒的職務関与が研究者サンプルより有意に低
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かった原因は，比較サンプルの職種分類が自己申

告によって行なわれたためだと考え られる。自分

の職種を研究開発職 とマークした人々の職務が実

際にはかなり多岐にわたっており，研究者サンプ

ルのように基礎研究を中心 にした研究者に限定 さ

れていないたあ，両職種にこれだけの差がでたの

だと思われる。 これらの結果から，職務関与 は職

種によって平均値が異なり，研究者は他の職種よ

り職務関与の平均値が高いという仮説1は 支持

されたと解釈できる。

 研究者における職務関与と組織帰属意識との関

連は，相関係数が0.709と 非常に高 く，比較 した

他の職種よりもさらに高い値を示 した。Brooke，

Russell&Price(1988)は ，組織 コミットメント

と職務関与 との相関係数をr=0.55，p<0.01で

あったと報告 しており，Blau&Boa1(1989)は ，

同 じく組織コ ミットメントと職務関与との相関係

数をr=0.31，p<0.01で あったと報告 している。

職務関与と組織帰属意識は互いに独立 した変数で

あ る(Blau&Boal，1987；Mathieu&Farr ，

1991)。 本研究では， 研究者は職務への関与度は

高いが組織への帰属意識 はそれほど高 くな く，職

務関与 と組織への帰属意識の関連 は弱いと仮説的

に考えていた。 しかし，実際には，職務関与の高

い研究者は組織帰属意識 も研究者の中では高 く，

両変数の関連はかなり強いことが示された。研究

者の職務関与と組織への帰属意識との関連は弱い

と想定 した仮説2は 棄却 され，逆の現状が明 らか

になった。 日本の企業研究所に勤務す る研究者

は， 自分の職務との心理的距離が近 くなり，職務

に積極的に取 り組んでいる者ほど，その職務を与

えてくれている場である組織にも関与を深あてい

くとも考えられる。研究者サンプルの職務関与の

平均値 は，5段 階評定で3.70と 高い値を示 して

いるが，組織帰属意識の平均値は，3.04で あまり

高 くない。全体として研究者は，職務には積極的

に関与するが，組織への帰属意識は高 くないこと

がわかる。

 職務関与を従属変数 とした重回帰分析からは，

いくつかの研究者の特徴が明らかになった。1っ

めの特徴は，管理職であることが職務関与につい

て有意な説明力を持 っていない点である。多職種

サンプルを研究対象にした義村(1995a)で は，管

理職であることが職務関与の値を高ある方向に有

意な説明力を示 していたが，本研究の研究者サ ン

プルではそうなっていない。 これは，研究者が管

理職になるときにおきる職務内容の変化が職務関

与を高める方向に強くは働いていないことを示 し

ている。研究者が管理職になると，企業組織の意

思決定に参画する機会は増えるが，マネジメント

関連の雑務 も増え，研究自体に費やす時間は減 っ

ていく。多 くの研究者は研究自体にやりがいや魅

力を感 じているので，非管理職で も職務関与が高

く，管理職になることによって著 しく職務関与が

高 くなるわけではないと考え られる。2っ めの特

徴は，性別が説明力を持たない点である。前述の

多職種サンプルでは男性であることが職務関与を

高める方向に有意な説明力を示 したが，研究者サ

ンプルではそうなっていない。 これは，研究者は

性別によって職務の専門性や自律性といった職務

関与を高める職務特性に大差がないことを意味 し

ているのではないかと考え られる。3っ あの特徴

は，年齢も職務関与について説明力を持っていな

い点である。多職種サンプルでは年齢が職務関与

ついて有意な説明力を示 していたが，研究者サン

プルではそうなっていない。研究者 は若年時から

ある程度以上 の専門性や自律性がある職務を行

なっているので，加齢にともなう職務関与の高ま

りが小さいのではないかと考えられる。 これらの

結果は，同 じ組織内においては仕事の地位 レベル

と職務関与 とは有意な関係がないというLodahl

ら(1965)の 報告や，技能の レベルと職務関与 と

の間 には有意 な関係 がないとい うRabinowitz

(1975)の 報告とも共通するところがみ られる。

 研究所の人事管理の中では，「研究情報交流」が

正の方向に，「異質人材プロジェクト」と 「第一線

研究者の採用」が負の方向に，職務関与について

の説明力を示 した。重回帰分析の回帰係数をみる

かぎりにおいては，「研究の自由度」は，有意な説

明力を示さなかった。 したがって，自分の勤務す

る研究所で研究の自由度を増すような人事施策が

実施 されていると評価 している研究者 ほど職務関

与 は高い と想定 した仮説3は 棄却 されたと言え

る。そして，本研究からは， 自分の勤務する企業
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研究所で現在，研究に関する情報交流が盛んに行

なわれていると思 っている研究者 ほど，職務関与

が高いことが示 された。一方， 自分の勤務する企

業研究所で現在，異質な人材で構成 された研究 プ

ロジェクトが徹底 して行なわれていると思 ってい

る研究者 ほど，また，他の研究所や大学からの第

一線研究者の採用が多いと思 っている研究者 ほ

ど，職務関与が低いことが示されている。 この結

果についての1つ の解釈 としては，職務関与の高

い人 ほど要求水準が高いので，現状を厳 しく評価

する傾向があると考える説がある。 しか し，そう

であれば，職務関与の高い群は低い群に比べてこ

れらの施策 について徹底度が低いと評価するはず

であるが，そうはなっていない。 したがって，こ

の説 は当てはまるとは言えない。2っ めの解釈

は，実際にこれらの人事管理が職務関与を阻害す

る要因になっでいると考える説である。意思決定

への参加が職務関与 を高あるという報告(White

&Ruh，1973；Siegel&Ruh，1973)が ある。これ

らの人事管理を実施することによって，実際に

は，大多数の研究者が研究上の意思決定に参画 し

にくくなるので，または，専門性を発揮する機会

が少なくなるので，職務関与を阻害するとも考え

られる。3っ めの解釈は， これ らの人事管理を実

施 している企業が1割 以下で非常 に少ない(「異

質人材プロジェク ト」が平均6.9%， 「第一線研究

者の採用」が7.4%)の で，これらの施策が有効か

どうかを問うことができないと考える説である。

実施率の低さか らみて，本研究ではこの解釈が最

も妥当ではないかと考えられる。

5.結 論

 上記の結果および考察から，本研究の2っ の目

的を確認 したい。

 第1の 目的は，研究者の職務関与の特徴を明ら

かにすることであった。研究者は，日本企業従業

員の主な職種とも考えられる事務職，営業職， コ

ンピュータ職に比べて，情緒的な職務関与がとて

も高いことが示され，研究者が今の仕事を非常に

おもしろいと思い， これからも工夫 しながら続け

ていきたいと考えていることが明 らかになった。

また，研究者 は，管理職になることで急に職務関

与が高 くなるわけではなく，研究そのものにおも

しろみを感 じており，性別による職務関与の違 い

も少なく，若年層からかなり高い職務への積極性

を持ち続 けていることが示 された。 また，一般的

に研究者の組織帰属意識 は高 くないが，職務に積

極的に関与 している研究者ほど，同時に組織への

帰属意識 も研究者の中では高い傾向は表れてい

た。本研究の結果だけか ら，結論付けることはむ

ずか しいが，日本の企業研究所に勤務する研究者

は，職務内容が企業特殊的なので，自分の職務に

積極的に関与 していくほど，その職務を与えて く

れている場としての企業への帰属意識を高めてい

くとも考え られる。

 第2の 目的は，研究者の職務関与を高める人事

管理のあり方を探ること，であった。研究所が人

事管理によって研究者の職務関与を高あるには，

研究情報の交流を盛んにする施策が重要であるこ

とが示された。反対に，職務関与を低 くする作用

を持つ人事管理には，異質な人材によるプロジェ

ク トの励行や第一線の研究者の採用があることが

示された。しか し，これら2種 の人事管理は，現

在ではまだごく少数の研究所でしか導入されてい

ないので，これら2種 の人事管理がほんとうに職

務関与の阻害要因であるのかについては，さらな

る今後の研究が必要であると考えられる。

 本研究 においては，職務関与項 目の数が少 な

く，研究者の職務関与を情緒的職務関与，認知的

職務関与，行動的職務関与の3っ の下位概念に分

類 して，多変量解析を試みることができなかった

点に限界がある。今後の研究 としては，個々の研

究者の職務内容や上司のタイプなどを考慮 した職

務関与モデルを作成 し，分析を行なうことが望ま

しいと考えられる。

注

)1 この デー タは慶應 義塾大学 商学研 究科 の ワーク

シ ョップ(佐 野陽子教授 ・樋 口美雄教授 ・清家篤

教授主催)と 日本経営協会総合研究所 によ る共 同

調査研究 か ら得 ている.
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